
 

様式第１号(第６条関係） 

年  月  日  

 洲本市長 様 

住 所                

   

氏 名              ㊞ 

電話番号               

 

洲本市結婚新生活支援補助金交付申請書 

 

 結婚新生活支援補助金の交付を受けたいので、洲本市結婚新生活支援補助金交付要綱第６条の規定に

より、下記のとおり申請及び報告します。 

 

婚姻日等 年  月  日 婚姻日等時点の年齢   歳 ・   歳 

事業内容 住居費用 

(取得) 

契約締結年月日 年  月  日 

契約金額（Ａ） 円 

住居費用 

(賃借) 

契約締結年月日 年  月  日 

家賃（Ｂ） 月額        円 

住居手当（Ⅽ） 月額        円 

実質家賃負担額（Ｄ） 

（Ｂ－Ｃ）×月数 

月額    円×  か月 

＝          円 

共益費、敷金、礼金、仲介手数料（Ｅ） 円 

住居費(賃借)合計（Ｆ） （Ｄ＋Ｅ） 円 

引越費用 引越しを行った日 年  月  日 

費用（Ｇ） 円 

リフォー

ム費用 

契約締結年月日 年  月  日 

契約金額（Ｈ） 円 

合計（Ｉ） （Ａ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ） 円 

事業終了年月日 年  月  日 

交付申請額（1,000円未満の端数切捨て） 

※夫婦等共に年齢が29歳以下 上限60万円 

※上記以外           上限30万円 

円 

同意及び 

確認 

 

該当する項 

目の□にチ 

ェックを入 

れてくださ  

い 申請書 

□本補助金の交付に必要な範囲において、申請者の婚姻等又は戸籍、住

民票、所得及び市町村税の納付状況について、市が関係機関へ照会を

行うことに同意します。 
該当者のみチェック 

□住宅賃借に係る費用について、申請する賃料等の支払日以前から無職 

であったため、住宅手当の支給を受けていません。 

勤務先：             退職日：   年  月  日 
該当者のみチェック 

□住宅賃借に係る費用について、自営業のため住宅手当の支給を受けて 

いません。 

□補助金の交付の対象となる事務又は事業に関し、国又は地方公共団体

から補助を受けていません。 

□住民基本台帳法に違反していません。 

□洲本市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団又は第３条に規 

定する暴力団密接関係者ではありません。 

□内閣府及び洲本市による本事業の実施に係るアンケート等に協力しま

す。 

氏名           



 

配偶者又

はパート

ナーシッ

プ関係に

ある者 

□本補助金の交付に必要な範囲において、配偶者又はパートナーシップ

にある者の婚姻等又は戸籍、住民票、所得及び市町村税の納付状況に

ついて、市が関係機関へ照会を行うことに同意します。 
該当者のみチェック 

□住宅賃借に係る費用について、申請する賃料等の支払日以前から無 

 職であったため、住宅手当の支給を受けていません。 

勤務先：             退職日：   年  月  日 
該当者のみチェック 

□住宅賃借に係る費用について、自営業のため住宅手当の支給を受け 

ていません。 

□補助金の交付の対象となる事務又は事業に関し、国又は地方公共団体

から補助を受けていません。 

□住民基本台帳法に違反していません。 

□洲本市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団又は第３条に 

規定する暴力団密接関係者ではありません。 

□内閣府及び洲本市による本事業の実施に係るアンケート等に協力しま

す。 

氏名           

 
添付書類 

⑴婚姻届受理証明書若しくは戸籍謄本又は洲本市パートナーシップ宣誓届出済証 

⑵夫婦等双方の住民票の写し（発行日から３月以内のものに限る。） 

⑶申請における直近の夫婦等双方の所得証明書 

⑷市歳入金情報に関する同意書 

⑸貸与型奨学金の返済額が分かる書類の写し（奨学金を返済している場合） 

⑹住宅の売買契約書又は工事請負契約書及び領収書等の写し（住宅を取得した場合） 

⑺賃貸住宅の賃貸借契約書及び領収書等の写し（賃貸住宅を賃借した場合） 

⑻支給された住宅手当額が分かる書類（給与明細の写し又は住宅手当支給証明書（様式第２号）） 

（賃貸住宅を賃借し、かつ、当該期間内に給与を受けた場合） 

⑼引越費用に係る領収書等の写し（引越費用の補助金交付を申請する場合） 

⑽前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 


